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１．第３回コミュニケーション推進チームの
指摘事項とその取組状況



委員の皆様よりいただいた御意見 対応状況

＜広報の新たな手法＞
・映像の放送やパンフレット設置を常磐線内や航空機施設
等で行う等の枠を越えた広報の在り方を考えても良いので
は。

交通系広告媒体を活用し、環境再生事業等につい
ての発信を行うことを検討中。

＜広報の連携（コンセプト）＞
・理解醸成は「分かってください」と言うだけではなく、
一緒に情報発信をする仲間/連携を増やす発想も、非常に大
事。

関係省庁と連携した情報発信を実施。経済産業省
では、広報誌やFacebookにおいて、飯舘村長泥地
区での再生利用実証事業を紹介いただいた（本資
料13ページ参照）。

1．第３回コミュニケーション推進チームの指摘事項とその取組状況

委員の皆様よりいただいた御意見（※） 対応状況

＜情報の一元化（WEBページ）＞
・中間貯蔵、除染、福島再生事務所のWEBページでそれぞれ
情報が分散。相互リンク等により、ある程度、再生利用の
情報が一元的に得られるかが分かるようにすべき。

WEBページの改訂により新設した「除去土壌の再生
利用について」のページに様々な関連の文書・広
報の活動について掲載（本資料16ページ参照）。
また、個別事業の特設サイト（除染情報サイト
等）へのリンクを集約したポータルサイト作成し
た（本資料15ページ参照）。

＜視覚的コンテンツの充実＞
・中間貯蔵施設は容易に見学できないので、代わりとなる
VR等の映像コンテンツを増やすべき。

VR技術ではないが、WEBコンテンツとして、事業の
進捗などの現場の様子を確認できる「バーチャ
ルーツアー」を作成中。先行して飯舘村長泥地区
の事業を紹介するバーチャルツアーを公開（本資
料17ページ参照）。

4
［※第3回コミュニケーション推進チーム（令和２年３月）］
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２．理解醸成活動
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2.1  現場公開（① 長泥地区の視察）

 福島県飯舘村長泥地区における再生利用実証事業現場を視察。

 野菜や花の栽培実験に携わっている地元住民との意見交換も適宜実施。

<最近の主な視察>

・10月27日(火) 南相馬市議会議員
・10月28日(水) 中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送に係る検討会委員
・10月30日(金) 堀内環境副大臣
・12月9日（水） 平沢復興大臣

堀内環境副大臣（10/30）

中間貯蔵施設への除去土壌等の輸
送に係る検討会委員（10/28）

南相馬市議会議員（10/27）

平沢復興大臣（12/9）
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 参加者実績（一部抜粋）

・福島工業高等専門学校（2020/8/19,8/25,9/4）
・北海道大学（2020/10/15）
・京都大学（2020/10/19）
・東京大学（2020/12/13）
・福島県立安積高校（2020/11/28）
・福島再生・未来志向シンポジウム参加者（2020/11/28）

2.1  現場公開（② 実証事業現場見学）

 飯舘村長泥地区における再生利用実証事業、南相馬市東部仮置場における再生利用実証
事業の現場見学を学生や一般の方々等、幅広い方々に対して実施。

福島県立安積高校（11/28） 福島再生・未来志向シンポジウム 参加者（11/28）



○日時： 令和2年10月6日

○場所：飯舘村長泥地区 再生利用実証事業エリア
○内容：飯舘村長泥地区における再生利用実証事業
○参加報道機関数：19団体25名

 現地公開概要
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＜当日の現地の様子＞

2.1 現場公開（③ 報道機関向け公開）

 令和2年10月6日、飯舘村長泥地区における再生利用実証事業について、飯舘村長泥地区
環境再生事業運営協議会と合わせて報道機関向け現場公開を開催。

現場視察 記者ブリーフ
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 最近の環境行政情報や、企業や個人の方々の環境問題に対する先導的な取組を紹介する
「エコジン」において飯舘村長泥地区における再生利用実証事業について掲載（2020年4
月、5月号）。

2.2  広報誌等の掲載（① 環境省広報誌）

（出典）環境省HP：http://www.env.go.jp/guide/info/ecojin/index.html
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 福島の復興再生に向けた取組を発信する広報誌「ふくしま環境再生」において、飯舘村
長泥地区における再生利用実証事業について掲載(2020年11月）。

2.2  広報誌等の掲載(① 環境省広報誌)

（出典）環境再生プラザHP：http://josen.env.go.jp/plaza/info/monthly/monthly_1911.html



11

 環境省の広報番組「なすびのギモン」において、飯舘村長泥地区における再生利用実証
事業について紹介（ＫＦＢ福島放送、2020年12月8日（火）放送）。

2.2  広報誌等の掲載（② 広報番組）

（出典）環境再生プラザHP：http://josen.env.go.jp/nasubinogimon/

○今年度は更に2回、飯舘村長泥地区における再生
利用実証事業について放送予定
○動画は環境省ホームページにも掲載

Youtube
なすびのギモン チャンネル

“除去土壌の再生利用ってどんな
ことをしているの？”
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 飯舘村長泥地区における再生利用実証事業や地元の皆様の思いを紹介する「いいたて便
り」を福島民報及び福島民友に掲載（年度内にあと２回掲載予定）。ポスターも作成。

2.2  広報誌等の掲載（③ 新聞広告）

Vol.5 2020/12/23 掲載

（出典）中間貯蔵施設情報サイトhttp://josen.env.go.jp/chukanchozou/facility/recycling/project_iitate/
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2.2  広報誌等の掲載（④ 他省庁広報誌等）

（出典）ふれあいニュースレタ※－2020年夏号 HP：https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/kinkyu/fureai/pdf/letter_fureai96.pdf
経済産業省福島復興推進グループ公式Facebook https://www.facebook.com/fukushimameti.japan/

 経済産業省広報誌「ふれあいニュースレタ※－2020年夏号」及び経済産業省福島復興推
進グループ公式Facebookにおいて、飯舘村長泥地区における再生利用実証事業について
紹介。
※ 経済産業省が作成する、被災12市町村から県内外に避難している方々に向けた12市町村の復興状況等

に関する広報誌

 引き続き、関係機関等との連携を深め、様々な主体からの発信を行っていく。

https://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/kinkyu/fureai/pdf/letter_fureai96.pdf
https://www.facebook.com/fukushimameti.japan/


2.3 さらなる情報公開の取組（① 環境省HP（TOPページ）の改訂）

 東日本大震災からの環境再生に係る情報提供方法の改善の取組として、環境省HPのTOP
ぺージを改訂。

 具体的には、「重要なお知らせ」欄において、個別事業の特設サイト（除染情報サイト
等）ごとに掲載していたリンクを、「東日本大震災からの環境再生ポータルサイト」へ
のリンクに一元化。

環境省HP http://www.env.go.jp/index.html

【改訂前】環境省HP（TOPページ）

【改訂後】 配置替

組込

東日本大震災からの環境再生
ポータルサイトに一元化

14



東日本大震災からの
環境再生ポータルサイト

http://josen.env.go.jp/saisei/

2.5 さらなる情報公開の取組（②東日本大震災からの環境再生ポータルサイトの新設）

 環境省が取り組んでいる、被災地の環境再生や福島復興に向けた未来志向の取組をまと
めた「東日本大震災からの環境再生ポータルサイト」を新設（2020年7月）。

 具体的には、取組の全体像が捉えやすいよう、個別事業の特設サイト（除染情報サイト
等）の掲載情報についての主な内容やイメージ画像を加えた上でリンクを集約。写真を
含めた各事業の最新情報も掲載。

 引き続き、さらなる改善を図っていく。
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バーチャルツアー

未来志向

写真付ニュース

文字ニュース

関連施設リンク



2.3 さらなる情報公開の取組（③中間貯蔵施設情報サイトの改訂）

16

 環境省の中間貯蔵施設情報サイトにおける、「除去土壌の再生利用」「県外最終処分に
向けた取組」について、大幅改訂。

 具体的には、飯舘村長泥地区における再生利用実証事業を中心に、写真や年表等も用い
た掲載情報の充実化、既存掲載情報の再整理やタブを活用したアクセス性向上を図った。

 引き続き、さらなる改善を図っていく。

タブをクリックしてサイトのどこからでも
長泥地区の実証事業のページへ

長泥地区の実証事業の最新状況
を伝える写真も多数掲載

【中間貯蔵施設情報サイト】 【中間貯蔵施設情報サイト内の飯舘村長泥地区における再生利用実証事業ページの一部】

長泥地区の実証事業のあゆみを年表形式で紹介

中間貯蔵施設情報サイト http://josen.env.go.jp/chukanchozou/

長泥地区における再生利用実証事業ページ
（中間貯蔵施設情報サイト）



福島環境再生360°バーチャルツアー サイト

http://josen.env.go.jp/virtual_tour/

2.3 さらなる情報公開の取組（⑤ 福島環境再生360°バーチャルツアー）
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 「福島環境再生360°バーチャルツアー」コンテンツを制作中。

 飯舘村長泥地区における再生利用実証事業現場については、先行して公開済（2021年1
月）。360°カメラによる撮影を駆使し、実証事業現場を隅々まで紹介すると共に、地
元の方等のインタビュー動画も掲載。

 福島県でのその他の環境再生事業についても、順次コンテンツを制作し、公開予定。

【バーチャルツアーTOPページ】 【バーチャルツアー画面】

再生利用実証事業現場（飯舘村長泥地区）の①スタート地点



2.3 さらなる情報公開の取組（④ 会議のオープン化推進）
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 再生利用等に関する議論のさらなる透明化及び即時性を持った情報発信を図るため、中
間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討会や各ワーキンググループについ
て、原則、報道機関への公開、インターネットによる生配信等を順次実施予定。

 飯舘村長泥地区環境再生事業運営協議会においては、報道機関向け実証事業現場見学や、
運営協議会の一部公開を順次実施。

飯舘村長泥地区環境再生事業運営協議会
後の報道機関向け説明（2020年12月）

実証事業現場の報道機関への公開及び飯舘村長泥地区環境再
生事業運営協議会後の報道機関向け説明（2020年10月6日）
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2.4 再生利用実証事業で栽培された花の活用（①環境省内での展示）

 飯舘村長泥地区における再生利用実証事業で栽培された花の活用として、環境省内にて
展示。

堀内副大臣視察時の様子

○堀内副大臣が長泥視察の
際に、地元住民とともに
花を摘み取り花束を作成。
環境省に持ち帰り、飾ら
れた長泥の花。

堀内副大臣と住民の方の
懇談の様子

地元住民とともに花束を
作成している様子

（2020年5月）

（2020年11月）



環境再生プラザ（9/18）

中間貯蔵施設工事情報センター（9/18）

リプルン福島（9/18）

紹介パネル

2.4 再生利用実証事業で栽培された花の活用（②環境省関連施設での展示）

 飯舘村長泥地区における再生利用実証事業で栽培された花※の活用として、環境省関連
施設（環境再生プラザ、中間貯蔵施設工事情報センター、リプルン福島）にて展示。
※トルコギキョウ、カスミソウ

 引き続き、再生利用の取組が広く知られるよう、様々な場での活用を図っていく。
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REIFふくしま2020の環境省ブース(10/28,29)

2.4 再生利用実証事業で栽培された花の活用（③イベントでの展示）

 第9回ふくしま再生可能エネルギー産業フェア(REIFふくしま2020)※１における環境省出
展ブース内において、飯舘村長泥地区における再生利用実証事業で栽培された花※２を展
示。
※１ 2020/10/28、29開催。公式HP http://reif-fukushima.jp/outline.html
※２ トルコギキョウ、ストック

 引き続き、再生利用の取組が広く知られるよう、新型コロナ感染症の影響も鑑みつつ、
様々な場での活用を図っていく。

21



本プロジェクトでは、3年計画で次世代を担う学生、若手技術者等、の人材育成のため、(1)コミュニケー
ションツール作成、(2)人材育成プログラムを実施し、これらの人材が『技術的内容への理解促進』と『本
件に関わるステークホルダーの多面性、価値観の多様性を理解し、総合的に見られるようになる。』こと
を目的とした。

目的

［福島県］ 飯舘村、大熊町、楢葉町等、［大学］ 北海道大学、京都大学、神戸大学、長崎大学等15大学

実施概要

No.１ 次世代を担う人材への除去土壌等の管理・減容化・再生利用等の理解醸成
実施代表者：公益財団法人原子力安全研究協会

事業の主な実施場所
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１．コミュニケーションツールの作成（技術
的内容への理解促進）

一般用情報（Phase1）、自治体職員用情報
（Phase2）、実務者用情報（Phase3）の改
訂・公開用資料の作成

２．大学生および若手研究者を対象とした人
材育成プログラム

（１）大学等での講義
（２）現地見学
（３）ワークショップ、
（４）知識定着や気付きに向けたフォロー

アップ

2.5 JESCOによる令和２年度除去土壌等の減容等技術実証事業



本校の準学士課程（4～5学年）から専攻科（2年）にわたる4年間（大学学部相当期間）の学生を対象とし
て、学修プログラム、フィールド・ワークを踏まえ、除去土壌の中間貯蔵、減容・再生利用、最終処分に
貢献できる人材の育成を図る。その上で、地域的な問題、課題を意識した除去土壌の再生利用等に関する
理解醸成のための実践を試行し、その効果を検証する。

目的

福島工業高等専門学校、大熊町

実施概要

No.２ 除去土壌の再生利用等に関わる理解醸成のための課題解決型アプローチの実践Ⅲ
実施代表者：福島工業高等専門学校

事業の主な実施場所
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再生利用等の地域住民等の理解向上に向けて、①若者（福島高専）のアクティブ・ラーニング、②安全に対する理
解、③安全に関する住民等への説明、④若者との対話を通じた地域住民等の感覚に基づく安全から安心へ橋渡しの
可能性を追求するため、｢知る｣｢見る｣｢伝える｣｢共同作業｣活動を行う。

「知る」集中講義、学会参加、学生研究

「見る」共同研究、フィールドワーク

「伝える」地域住民との対話（「除去土
壌等の再生利用に関する勉強会」を
大熊町で実施）、福島大学との交流、
他高専との交流

「共同作業」令和2年度から、大熊町の
2か所で花畑作り（イベント名：
大熊町・花舞台；共同作業は
月1回程度で計7回実施）

2.5 JESCOによる令和２年度除去土壌等の減容等技術実証事業
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３．WEBアンケート



 目的：除去土壌の再生利用に関する現状の関心や認知度等について、全国的なWEBアンケート
調査を、平成30年度以降、毎年実施。

 実施期間：令和2年10月1日～18日

 対 象 者：20代～60代の男女

 令和２年度回答者：3997名※（福島県以外：3466名、福島県：531名）

北海道：440名、東北（福島県除く）：432名、関東：445名、中部：432名、近畿：440名、
中国：432名 四国：425名、九州・沖縄：420名

※令和２年度で３回目となる本WEBアンケートは、令和２年度からの新規回答者の他に、２年連続（平成31年度、令
和２年度）回答者、３年連続（平成30年度、平成31年度、令和２年度）回答者を含んでおり、内訳は以下のとおり。

・新規回答者 ：1666名（福島県以外：1406名、福島県：260名）
・２年連続回答者数：2149名（福島県以外：1949名、福島県：200名）
・３年連続回答者数： 182名（福島県以外： 111名、福島県： 71名）

 平成31年度回答者：3600名（福島県以外：3200名、福島県：400名）

北海道：400名、東北（福島県除く）：400名、関東：400名、中部：400名、近畿：400名、
中国：400名 四国：400名、九州・沖縄：400名

 質問事項

 令和２年度、平成31年度継続質問事項
Ｑ１～Ｑ８、10、12、16、17、22

 令和２年度新規質問事項
Ｑ９、11、13～15、18～21

3.1 WEBアンケート（概要）

25
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質問番号 質問事項

Ｑ１
あなたは、除去土壌等が中間貯蔵開始後30年以内に福島県外において最終処分されると法律で定め
られていることをどの程度ご存知でしたか。

Ｑ２ あなたは、除去土壌等の福島県外での最終処分の方針について、何で情報を得ましたか(複数回答）。

Ｑ３ あなたは、除去土壌の再生利用について、その内容をどの程度ご存知でしたか。

Ｑ４ あなたは、除去土壌の再生利用について、何で情報を得ましたか(複数回答）。

Ｑ５ あなたは、除去土壌の再生利用について、どの程度関心をお持ちですか。

Ｑ６ あなたは、除去土壌を再生利用する必要があると思いますか。

Ｑ７ あなたは、除去土壌の再生利用は安全だと思いますか。

Ｑ８ あなたは、除去土壌の再生利用を進めることに賛成ですか、それとも反対ですか。

Ｑ９ 除去土壌の再生利用を進める上でどのような条件が整っている必要があると思いますか(複数回答）。

Ｑ10
あなたは、自身のお住まいの地域で除去土壌の再生利用が実施されても良いと思いますか、それと
もいやだと思いますか。

Ｑ11
自身のお住いの地域で除去土壌の再生利用が実施される上でどのような条件が整っている必要があ
ると思いますか(複数回答）。

Ｑ12
あなたは、除去土壌の再生利用を進めることについて社会的に理解を得ることは可能であると思い
ますか。

3.1 WEBアンケート（概要）



27

質問番号 質問事項

Ｑ13
除去土壌の再生利用を進めることについて社会的に理解を得る上でどのような条件が整っている必
要がありますか(複数回答）。

Ｑ14
あなたは、環境省から除去土壌の再生利用に関するメールニュースやツイッター等SNSでの配信が
される場合、読みたいですか。

Ｑ15 あなたは、どのくらいの頻度でSNSを利用していますか。

Ｑ16
除去土壌の再生利用に関する情報の発信源として信頼できると考えられる機関・媒体をお答えくだ
さい(複数回答）。

Ｑ17
福島県では除去土壌の再生利用の実証事業を行っています。あなたは、その実証事業の場所を見学
したいと思いますか。

Ｑ18
環境省では福島の復興に向けた理解醸成の取組の一つとして、2020年３月から中間貯蔵施設に搬入
され分別した土壌を鉢植えに用い、観葉植物を植えて、環境省本省の環境大臣等の部屋に設置する
こととしました。このことを知っていますか。

Ｑ19
Ｑ18で「内容をよく知っていた」「聞いたことがあり、内容も少し知っていた」「聞いたことはあ
るが、内容は全く知らなかった」と回答された方に質問です。何で情報を入手しましたか(複数回答）。

Ｑ20
あなたは、自身のお住まいの自治体で再生土壌を使用した鉢植えを展示されても良いと思いますか、
それともいやだと思いますか。

Ｑ21 除去土壌の再生利用の理解を深めるために、環境省が実施すべきことは何だと思いますか(複数回答）。

Ｑ22 除去土壌の再生利用に関する以下の内容で特に関心のある事項をお答えください(複数回答）。

3.1 WEBアンケート（概要）
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WEBアンケート
（令和２年度の回答状況）

3.2 WEBアンケート（令和２年度の回答状況）



平成31年度と令和２年度の比較結果概要

・全体的に、平成31年度と令和２年度で概ね同様の傾向。

認知度（Q1,Q3)

・除去土壌等の福島県外での最終処分、除去土壌の再生利用、のいずれも、福島県の方が福島県以外よりも
認知度が高い。

・全地域において、除去土壌等の福島県外での最終処分についての認知度（Q1：福島県50.3%、福島県以外

19.2%)に比べて、除去土壌の再生利用の認知度(Q3：福島県37.8%、福島県以外13.5%)の方が低い。

関心（Q5,Q17)

・除去土壌の再生利用について、「関心がある」「やや関心がある」との回答は、福島県（46％）の方が、
福島県以外(30.2%)に比べて高い。

・除去土壌の再生利用の実証事業現場の見学に前向きな回答は、全国的に約20%～30%。

情報入手（Q2,Q4,Q16）

・情報の入手方法は全地域において、テレビ（民放、ＮＨＫ）が多い。ただし、福島県ではその地域特有の
情報源からの入手が比較的多いのも従前からの特徴。

・信頼できると考える情報源から情報入手している傾向が見られるが、「環境省」については、情報源の信
頼度の高さに比べると情報入手手段としている回答は多くない。

除去土壌の再生利用に関する考え（Q6～8,Q10,Q12）

・いずれの質問についても、「どちらともいえない」との回答の割合が高い。

除去土壌の再生利用の関心項目（Q22)

・全地域において、減容・再生利用の安全性の関心度は高い。

29

3.2 WEBアンケート（令和２年度の回答状況/継続質問)



Ｑ１：あなたは、除去土壌等が中間貯蔵開始後３０年以内に福島県外において最終
処分されると法律で定められていることをどの程度ご存知でしたか。

30

【平成31年度】 【令和２年度】

・概ね、昨年度と同様の傾向である。

・福島県では「内容をよく知っていた」「聞いたことがあり、内容も少し知っていた」との回答は50％以上であり、他の地
域に比べて高い。

・福島県以外では、「聞いたことがなかった」との回答は、50％前後である。

50.3%

19.2%



Ｑ３：あなたは、除去土壌の再生利用について、その内容をどの程度ご存知でしたか。

【平成31年度】 【令和２年度】

・概ね、昨年度と同様の傾向である。

・全地域において、除去土壌等の福島県外での最終処分についての認知度（Q1(P30)）よりも低い傾向が見られる。

37.8%

13.5%

31



Ｑ４：あなたは、除去土壌の再生利用について、何で情報を得ましたか（複数回答）。

32

【平成31年度】 【令和２年度】

福島県：地方紙の新聞、地方自治体の発行する広報
資料、地域自治会の回覧板での情報収集はその他の
地域と比べて高い

福島県：地方紙の新聞、地方自治体の発行する広報
資料、地域自治会の回覧板での情報収集はその他の
地域と比べて高い

・概ね、昨年度と同様の傾向である。

・情報の入手方法は、全地域においてテレビ（民放・NHK）が多く、福島県ではその地域特有の情報源からの入手も比較的多い。



Ｑ５：あなたは、除去土壌の再生利用について、どの程度関心をお持ちですか。

【平成31年度】 【令和２年度】

・概ね、昨年度と同様の傾向である。

・福島県では「関心がある」「やや関心がある」との回答は46％であり、他の地域に比べて高い。

46.0%

30.2%
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Ｑ６：あなたは、除去土壌の再生利用する必要があると思いますか。

34

【平成31年度】 【令和２年度】

・概ね、昨年度と同様の傾向である。

・地域別での傾向の大きな差は見られない。

36.3%

30.0%



Ｑ７：あなたは、除去土壌の再生利用は安全だと思いますか。

35

【平成31年度】 【令和２年度】

・概ね、昨年度と同様の傾向である。

・安全と考える回答の割合は高いとは言えないが、「どちらともいえない」との回答は、全地域において30%代である。

・地域別での傾向の大きな差は見られない。

20.7%

12.5%



【平成31年度】 【令和２年度】

・概ね、昨年度と同様の傾向である。

・賛成とする回答の割合は高いとは言えないが、「どちらともいえない」との回答は、全地域において40%前後である。

・地域別での傾向の大きな差は見られない。

28.8%

22.3%

36

Ｑ８：あなたは、除去土壌の再生利用を進めることに賛成ですか、それとも反対ですか。



Ｑ１０：あなたは、自身のお住まいの地域で除去土壌の再生利用が実施されても良い
と思いますか、それともいやだと思いますか。

37

24.1%

17.6%

・概ね、昨年度と同様の傾向である。

・良いと考える回答の割合は昨年度同様に高いとは言えないが、「どちらともいえない」との回答は、全地域において30%前
後である。

・地域別での傾向の大きな差は見られない。

【平成31年度】 【令和２年度】



Ｑ１７：福島県では除去土壌の再生利用の実証事業を行っています。あなたは、その
実証事業の場所を見学したいと思いますか。

38

【平成31年度】 【令和２年度】

・「是非見学したい」「見学する機会があれば行ってみたい」 との回答は、20％～30%前後である。

・福島県では「是非見学したい」との回答の割合は、他の地域に比べて高い。今年度については、その他の地域では、関東
が同様に高い。

31.6%

24.8%

30.3%

20.3%

25.8%

22.1%



再生利用を進めるための条件等（Q9,Q11,Q13)

・「安全性の担保」を第一に、「情報公開」、「再生利用の必要性の十分な説明」を求める
回答の割合が高い。

再生利用の理解醸成等（Q18～Q21)

・再生利用の理解を深めるために環境省が実施するべきこととして、全地域において、「マ
スコミへの情報公開」の回答の割合が最も高い。また、「実証事業の公開見学」、「テレ
ビＣＭ」、「公開イベント」、「環境省HPの充実」が比較的多い。

・再生利用の理解醸成活動の一環である、福島県内除去土壌の環境省本省室内での利用につ
いて、何等か聞いたことがある回答者の情報源としては、全地域において、テレビNHK・
民放）が多い。また環境省（HP、広報資料、環境大臣ブログ）からの情報入手もなされて
いる。

39

3.2 WEBアンケート（令和２年度の回答状況/新規質問)



Ｑ９（新規）：除去土壌の再生利用を進める上でどのような条件が整っている必要が
あると思いますか（複数回答）。

40

・全地域において、「安全性が担保される」の回答の割合が最も高く、地域別の傾向は見られない。



Ｑ１４（新規）：あなたは、環境省から除去土壌の再生利用に関するメールニュース
やツイッター等ＳＮＳでの配信がされる場合、読みたいですか。

41

・大きな地域差は見られず、「読みたい」との回答は、概ね20%前後である。



Ｑ２１（新規）：除去土壌の再生利用の理解を深めるために、環境省が実施すべきこ
とは何だと思いますか（複数回答）。

42

・全地域において、「マスコミへの情報公開」の回答の割合が最も高い。また、「実証事業の公開見学」、「テレビＣＭ」、
「公開イベント」、「環境省HPの充実」が比較的多い。



43

WEBアンケート
（連続回答者の各年度の回答状況）

3.3 WEBアンケート（連続回答者の各年度の回答状況）



Ｑ１：あなたは、除去土壌等が中間貯蔵開始後３０年以内に福島県外において最終
処分されると法律で定められていることをどの程度ご存知でしたか。

44

【２年連続回答者】

【福島県】（200名）

【福島県以外】（1949名）

・福島県以外、福島県とも、２年連続回答者の回答の傾向に大きな差は見られない。

・連続回答していることによる認知度の向上は見られない。

聞いたことがある：79.5%



Ｑ３：あなたは、除去土壌の再生利用について、その内容をどの程度ご存知でしたか。

45

【２年連続回答者】

【福島県】（200名）

【福島県以外】（1949名）

・福島県以外、福島県とも、２年連続回答者の回答の傾向に大きな差は見られない。

・連続回答していることによる認知度の向上は見られない。



【福島県】（200名）【福島県以外】（1949名）

Ｑ４：あなたは、除去土壌の再生利用について、何で情報を得ましたか（複数回答）。

46

【２年連続回答者】

・いずれも、「テレビ（民放）」、「テレビ（ＮＨＫ）」の順となっており、その他としては、新聞からの情報入手が多い傾向が
見られる。

【回答数】 【回答数】
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４．来年度の理解醸成活動計画



 現場公開、会議のオープン化

 飯舘村長泥地区における再生利用実証事業現場の見学会について、一般向けの募集を

含めた実施を検討。その他、中間貯蔵施設の見学等についても引き続き実施。また、

各種検討会等についても、公開で実施し、議論のさらなる透明化を図る。

 イベントでの発信

 新型コロナウイルスへの対応方針を踏まえつつ、環境省が主催するイベント等におい

て、環境再生事業についての発信を行う。

 VR、AR技術等を活用した、環境再生事業のわかりやすい発信

 飯舘村長泥地区における再生利用実証事業等について、VR、AR技術を活用し、現場の

様子をリアルに感じられるコンテンツを充実させる。バーチャルツアー等のWEBコン

テンツについても、引き続き充実・改善を図る。

 大学、高等専門学校等での講義の実施

 理解醸成の実証事業の成果を活かし、引き続き、全国の大学、高等専門学校の講義に

おいて環境再生事業のテーマを取り上げていただく。

4. 来年度の理解醸成活動計画①
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 広報誌等の掲載

 福島地方環境事務所が発行する「ふくしま環境再生」での発信、各種広告への掲載の実施を検討。

 海外への発信

 英語版ＷＥＢサイトによる最新情報の提供、環境回復に関するIAEAと当省の専門家会合での議論

をまとめた「統合報告書」の発行、アメリカ・イギリス・フランス等の二国間対話や環境関連多

国間国際会合への参加等により、国際社会への情報発信・共有を継続。

 その他

 環境省のＷＥＢサイト等において、わかりやすく、即時性のある情報発信の充実化を図る。

4. 来年度の理解醸成活動計画②
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